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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、シェラレオネ共和国関係機関との討議議事録（R/D）等に基づき、

2010年10月から2014年9月までの予定で、持続的稲作開発プロジェクトを実施しています。 

今般、プロジェクトの中間地点にあたり、プロジェクト開始後の活動状況を確認し、その情報

に基づいて、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点から日本国側・

シェラレオネ共和国側双方で総合的な評価を行うと共に、今後の協力の枠組みについても協議を

行うことを目的として、2012年7月に中間レビュー調査団を現地に派遣しました。 

本調査団は、シェラレオネ共和国側評価委員と合同評価委員会を結成し、評価結果を合同評価

報告書に取りまとめました。 

本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後広く関係者

に活用され、日本国・シェラレオネ共和国両国の親善及び国際協力の推進に寄与する事を願うも

のです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援を頂いた内外の関係者に対して、心からの感謝の意を表し

ます。 

 

平成25年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

農村開発部長 熊代 輝義 
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IVS の一例（中央部に水路がある） 　　　　　　　　　乾期作の稲

     
ミニッツ署名後 モニタリング委員会 

   
RARC でのポット試験（網室内） RARC の分析ラボ 

   
苗代（水田近くに設けられているもの） 昨年の雨期に実証圃場として用いた場所 

（今年度も実証圃場として利用予定） 
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評価調査結果要約表（中間レビュー） 
 

１．案件の概要 

国名：シエラレオネ共和国 案件名：持続的稲作開発プロジェクト 

分野：農林水産-農業-農業一般 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：5.0億円 

協力期間 2010年10月1日～2014年9

月30日 
先方関係機関：農業森林食糧安全保障省 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

シエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）は、主食として年間1人当たり104kgの

米を消費するアフリカでも有数の米消費国であるが、自給率は70％にも満たなかった（2007年）。

国内の稲作農家約64万戸（2004年）のうち所有面積1ha以下の小規模零細農家が85％を占める。

適正技術の開発・普及など、食料安全保障と貧困削減等の観点から、これら小規模零細農家の

生産性・収益性向上が課題となっている。 

ギニア国境に位置するカンビア県は、穀物自給率や安全な水へのアクセス等の経済社会開発

指標が全国平均を下回っている。同県では、人口28万人のうち80％が農業に従事している。JICA

は2006年から2009年まで「カンビア県農業強化支援プロジェクト」を実施し、同県農業セクタ

ーの生産性向上のための農業技術パッケージ（ATP）及び農業技術支援マニュアルを作成した。

同プロジェクトの終了後、シエラレオネの稲作政策に大きな変化が見られ、カンビア県のみ

ならず、全国における米生産量の増大及び稲作農家の所得向上が最も重要な政策の1つに位置づ

けられた。そして、シエラレオネ政府から、稲作技術パッケージ（Technical Package on Rice 

Production：TP-R）の追加実証及びカンビア県の農家に対するTP-Rの普及を内容とする技術協力

プロジェクトの要請が日本政府に出された。 

同要請を受けて、独立行政法人 国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）

は、2010年2月に詳細計画策定調査団を派遣し、その後、2010年10月から、4年間の技術協力プ

ロジェクトが開始された。 

 

１－２ 協力内容 

（1）上位目標 

シエラレオネの小規模稲作農民の生産と収入が増加する。 

（2）プロジェクト目標 

シエラレオネ全土に適用可能な稲作技術及び普及手法が確立する。 

（3）アウトプット 

1）試験場圃場及び農家圃場での実証試験を通じてTP-Rが作られる。 

2）カンビア県の農民組織（Farmer Based Organization：FBO）を通じて小規模農家に対し

TP-Rが普及される。 

（4）投入（評価時点） 

日本側： 

短期専門家派遣 延べ9名、 研修員受入 4名（第三国研修） 

機材供与 総額0.24億円、 ローカルコスト負担 0.13億円 

相手国側： 

カウンターパート配置23名（中間レビュー時）、ローカルコスト：プロジェクト事務所等
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（農業森林食糧安全保障省カンビア県事務所、ロクープル農業研究所）の光熱費を負担、

土地・施設提供：プロジェクト事務所等（農業森林食糧安全保障省カンビア県事務所、

ロクープル農業研究所）、ロクープル農業研究所の網室用地。 

２．評価調査団の概要 

調査者 ＜日本側＞ 

総括： 相良 冬木 JICA ガーナ事務所次長 

稲作： 惣慶 嘉  JICA 農村開発部乾燥畑作地帯課特別嘱託 

計画管理： 中村 貴弘 JICA 農村開発部乾燥畑作地帯課主任調査役 

評価分析： 道順 勲  中央開発（株）海外事業部 

 ＜シエラレオネ側＞ 

リーダー：Mr. Bakarr J. Bangura, Deputy Director of Extension, Extension Division, 

Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security（MAFFS） 

メンバー：Mr. Sayo Tarawalli, District Extension Officer, MAFFS Kambia District Office 

メンバー：Mr. Umaro Sankoh, District M&E Officer, MAFFS Kambia District Office 

調査期間  2012年6月23日～2012年7月13日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

成果1：「試験場圃場及び農家圃場での実証試験を通じてTP-Rが作られる。」 

 農家圃場での実証試験は、2011年雨期に2サイトで実施された。試験場圃場での実証試験は

ロクープル農業研究所（Rokupr Agricultural Research Centre：RARC）と農民間の土地所有に

関する問題が生じたため実施されなかった。2011年6月からRARCにおいて、カンビア県内

の湿地の水田における窒素、リン酸、カリ、イオウの適正な施肥量を提案できるようにす

るための、施肥試験（ポット試験）がRARCで開始された。 

 適切な施肥の方法（肥料の種類、施肥量等を含む）を含むTP-Rの改訂が、上記の活動に基

づき進行中である。最終のTP-Rは、プロジェクト終了時までに開発される予定である。 

 なお、数値指標が設定されていないため、成果1の達成度を評価することは、現時点では不

可能である。 

 

成果2：「カンビア県のFBOを通じて小規模農家に対しTP-Rが普及される。」 

 カンビア県で農民組織を通じて小規模農家に対するTP-Rの普及が進捗中であり、普及手法

を改善することを通じてより多くの農家にTP-Rを普及することが可能となる。 

 数値指標が設定されていないので、成果2の達成度を評価することが、まだ可能ではない。

 

プロジェクト目標：「シエラレオネ全土に適用可能な稲作技術及び普及手法が確立する。」 

 TP-Rの開発が進行中であり、また、TP-Rの普及手法の確立がこれから開始される状況であ

るため、プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに達成できるかどうかを正確に予測

することはまだ困難である。 

 小規模農家商業化プログラム（Smallholder Commercialization Programme：SCP）の枠組みの

中で農民学校（Farmer Field School：FFS）アプローチが採用されているので、本プロジェク

トにおける「普及手法」の用語の意味するところは、「コメに関するFFS実施のための実践

的ガイドライン」と「コメに関する普及材料」と定義する。ガイドラインは、普及員がFFS

管理を理解するために用い、普及材料は、FFS実施時に普及員が利用する。 
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３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 

対象地域及び社会のニーズ、シエラレオネの国家開発政策等、日本の援助方針との整合

性があり、プロジェクトアプローチもおおむね適切である。 

 

（2）有効性：現時点では、判断が困難。 

プロジェクト目標の指標がプロジェクト終了時までに達成するかどうか正確に予測する

ことはまだ困難である。ただし、土壌肥沃土試験の結果、農家圃場での実証試験結果、FBO

圃場での収量結果を考慮すると、小規模河岸低湿地（Inland Valley Swamp：IVS）内で畦を

設けることにより水管理が可能な農地において、より高い収量（3.0 Mt/ha以上）が実現可

能なTP-Rを作成することは可能であると考えられる。FFS手法に沿った稲作のための普及手

法（普及ガイドラインと普及材料）の作成については、農業森林食糧安全保障省（Ministry 

of Agriculture, Forestry and Food Security：MAFFS）本部の普及局職員、農業森林食糧安全保

障省カンビア県事務所（Kambia District Office, Ministry of Agriculture, Forestry and Food 

Security：MAFFS-K）の普及員、JICA専門家が密接に協働することを通じて可能になるであ

ろう。 

 

（3）効率性：おおむね満足できる水準 

日本側投入、シエラレオネ側投入は、おおむね適切である。JICA専門家はこれまでのと

ころ、TP-Rを改訂するために適切な技術を見つけ出す活動に集中してきた。なお、普及手

法（普及ガイドラインと普及材料）の開発も重要であると認識されている。したがって、

FFSアプローチに沿った普及手法開発のための活動をこれから加速化させることになる。 

 

（4）インパクト： 

1）上位目標「シエラレオネの小規模稲作農民の生産と収入が増加する」達成の見通し 

本プロジェクトのインパクトを直接表す指標に変えることが望まれることから、上位

目標とその指標について、改訂案を提示した。 

 

2）その他のインパクト 

FBOメンバーの農民へのインタビューを通じて、本プロジェクトにおいて移転した技

術の有用性を実感し、特に、学んだ技術のうち、若い苗（3週間苗）の移植、1カ所当た

りの移植苗数が2-3本、圃場を適切に代掻き・均平化すること、除草などを、これからの

作期（2012年雨期作）に採用する意向を持っていることを確認した。 

 

（5）持続性 

政策面の持続性は、本プロジェクト終了後も確保される見込みである。制度・組織面、

資金面、技術面の持続性を確保するためには、以下に示すように残りのプロジェクト期間

に実施すべき事がある。 

 

1）政策面 

妥当性の項で述べたように、特に貧困層に含まれる農村部の小規模農民の農業生産性

を向上させることが、シエラレオネ政府の農業セクターの重要戦略の1つである。したが

って、コメ生産性（収量と収益性など）向上の重要性は今後も継続し、政策面の持続性

が確保されると見込まれる。 
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2）制度・組織面： 

TP-Rと普及手法をカンビア県以外に普及するには、MAFFS、特に各県の普及員等の職

員のバックストップとしての機能を持つ普及局が、TP-Rと普及手法に関する研修コース

の設定、研修コース実施と各県での普及活動実施に必要な予算の準備などのメカニズム

を構築することが期待される。このようなアレンジをSCPの枠組み内で行うことが望まれ

る。そうすることで、TP-Rと普及手法の普及が、制度的にも、組織的にも持続性のある

ものになる。 

 

3）財政面： 

制度・組織面で述べたように、TP-Rと普及手法（普及ガイドラインと普及教材）を普

及するには、研修と普及活動の実施に必要な予算を準備する必要がある。 

 

4）技術面： 

FFSに関する研修を多くの普及員が受講しており、農民への技術移転のための1つの手

法としてFFSを実施するための一定の知識とスキルを身につけている。しかしながら、FFS

を行うには、普及員の実践的スキルを強化する必要があると考えられる。特に、稲作に

特化した実践的スキルが必要である。したがって、プロジェクトの残り期間、普及員は、

TP-Rに沿った稲作のFFS実施のための実践的普及ガイドラインと普及教材を用いて、FFS

を実践することを通じて、能力強化を図ることが必要である。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし 

（2）実施プロセスに関すること 

収量増加に必要な施肥量・要素別割合を決定するために、土壌肥沃土試験や栽培試験を

より精密に実施しようとしている姿勢がより効果的なTP-R作成につながると見込まれる。

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

３－４－１ 計画内容に関すること 

（1）問題と言うほどではないが、プロジェクト成果を全国に普及させる活動がプロジェク

ト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）に明示されていなかった点

とどのような普及手法を構築するのか、明確にしていなかった点は、反省点であろうと

考える。 

 

３－４－２ 実施プロセスに関すること 

（1）カウンターパートの巻き込みについて 

RARCのカウンターパートの巻き込み、MAFFS本部の普及局の関係職員のプロジェク

ト活動への巻き込みが必ずしも十分ではなかったことから、今後、より積極的な巻き込

みが促進されるよう、必要な事項を提言として示した。 

 

（2）普及手法の検討 

FFSに沿った普及活動を行うことがPDMの活動に示されているものの、具体的にどのよ

うな普及手法を構築するのか、明確になっていなかったことと、日本人専門家がTP-Rの

検討のため、IVSでの稲作の現状を観察することに注力したことに伴い、普及手法を作る

作業に着手していないため、この分野の活動を今後、積極的に促進する必要がある。 
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３－５ 結論 

土壌肥沃土評価の結果とその種の評価を継続することで、カンビア県の土壌に適した窒素、

リン酸、カリ、イオウの配合割合及び施肥量を本プロジェクトで提案できる見込みで、それが

TP-Rに反映されることになる。TP-Rの改訂作業のための技術開発は大変順調に進展していると

思われる。なお、これまでJICA専門家が農家圃場での実証試験と22カ所のFBOでの稲作を観察

することに注力していたため、普及手法（普及ガイドラインと普及材料）の作成は、これから

開始される。中間レビューチームは、よりよいプロジェクト成果を上げるために、プロジェク

トの残り期間に取り組むべき事項を確認したので、それらを提言の項で説明する。 

 

３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

３－６－１ MAFFSが取るべき事項 

（1）TP-Rの持続的活用 

（2）普及手法（普及ガイドラインと材料）をFFSに沿ったものにすること 

（3）本プロジェクトの成果の普及 

（4）MAFFS-Kにフォーカルパーソン（調整・連絡担当）を配置すること 

（5）IVS開発の促進 

 

３－６－２ プロジェクトが取るべき事項 

（1）TP-Rの改訂 

（2）普及員研修の強化 

（3）首都フリータウンでの会議の開催 

 

３－６－３ PDMの改訂案 

（詳細は、報告書本文参照のこと） 
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第１章 中間レビュー調査の概要 
 

１－１ 要請の背景と調査の目的 

シエラレオネ共和国（以下、「シエラレオネ」と記す）の社会・経済は、2008年は5.5％の実質国

内総生産（Gross Domestic Product：GDP）成長率を見せるなど2002年の内戦終結以降回復基調にあ

るが、人間開発指数はいまだ182カ国中180位（UNDP人間開発報告書2009）に留まっており、人材

育成やインフラ整備のために外部からの支援が必要な状況が続いている。地方部と都市部との格

差も大きく、内戦で損なわれた施設の復旧や制度の立て直しは十分ではない。 

シエラレオネは、主食として年間1人当たり104kgの米を消費するアフリカでも有数の米消費国

であるが、自給率は70％にも満たない。米の国内生産量は、内戦が終結した2001年には過去最低

の20万t台にまで減少したが、翌年からは増産に転じ、2007年には約64万tに達している。国内の稲

作農家約64万戸（2004年）のうち所有面積1ha以下の小規模零細農家が85％を占める。適正技術の

開発・普及など、これら小規模零細農家の生産性・収益性向上が課題となっている。 

ギニア国境に位置するカンビア県は、穀物自給率や安全な水へのアクセス等の経済社会開発指

標が全国平均を下回っている。同県では、人口28万人のうち80％が農業に従事している。JICAは

2006年より「カンビア県農業強化支援プロジェクト」を実施し、同県農業セクターの生産性向上

のための農業技術パッケージ（ATP）及び農業技術支援マニュアルを作成した。そのうちTP-Rでは、

目標収量を1.0-1.5t/haと設定し、畑地における陸稲直播と低湿地での水稲移植に大別して、それぞ

れ圃場整備、播種、肥培管理及び収穫後処理等について体系的に取りまとめた。同プロジェクト

の終了を受け、シエラレオネ政府より、RARCにおけるTP-Rの追加実証及びカンビア県の農家に対

する普及を目的とした本プロジェクトが要請され、2010年10月から2012年9月までの予定（4年間）

で実施されている。 

 

１－２ 調査団の構成 

（1）日本側評価団 

総括 相良 冬木 JICAガーナ事務所 次長 

稲作 惣慶 嘉 JICA農村開発部乾燥畑作地帯課特別嘱託 

評価分析 道順 勲 コンサルタント 中央開発（株）海外事業部 

計画管理 中村 貴弘 JICA農村開発部乾燥畑作地帯課主任調査役 

 

（2）シエラレオネ側評価団 

Leader Mr. Bakarr J. Bangura 

Deputy Director of Extension, Extension Division, 

Ministry of Agriculture, Forestry and Food Security 

（MAFFS） 

Member Mr. Sayo Tarawalli 
District Extension Officer, MAFFS Kambia District 

Office（MAFFS-K） 

Member Mr. Umaro Sankoh District M&E Officer, MAFFS-K 
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１－３ 調査日程 

日付 曜

日 

総括 稲作 評価分析 計画管理 

6月23日 土   東京発  

6月24日 日   フリータウン着  

6月25日 月   

JICA事務所打合せ 

MAFFS Director General イ

ンタビュー 

評価手法説明 

 

6月26日 火   MAFFS C/Pインタビュー  

6月27日 水   

フリータウン発 

ロクープル研究所 DG イン

タビュー 

カンビア県MAFFS インタ

ビュー 

 

6月28日 木   

カンビア県MAFFS インタ

ビュー 

現地サイト調査（Gbainkfay、

Robat） 

 

6月29日 金   JICA専門家インタビュー  

6月30日 土  東京発 

カンビア県発、フリータウン

へ移動 

資料整理 

東京発 

7月1日 日  フリータウン着 資料整理 フリータウン着

7月2日 月  

JICA事務所打合せ 

MAFFS Director General インタビュー 

MAFFS C/Pインタビュー 

7月3日 火  

カンビア県へ移動 

ロクープル研究所訪問、C/Pインタビュー 

カンビア県MAFFS C/Pによるプロジェクト説明、インタビュー

7月4日 水  サイト視察（Masineh、Rotifunk, Mathoreneh） 

7月5日 木  サイト視察（Tolokuray、Masunthu、Bayanday） 

7月6日 金 フリータウン着 

Seed 

Multiplication 

Project at Kobia

フリータウンへ移動 

FAOインタビュー 

7月7日 土 
サイト視察（Gbainkfay、Rokon）

フリータウンへ移動 
資料整理 

7月8日 日 資料整理 

7月9日 月 評価レポートの協議 

7月10日 火 農業大臣への説明、評価レポート協議 

7月11日 水 

Monitoring Committeeでの評価結果説明 

ミニッツの署名 

JICA事務所報告 

フリータウン発 
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１－４ 主要面談者 

Lovell C. Thomas：Deputy Minister 2, MAFFS 

Francis A. R Sankoh：Director General, MAFFS 

Cherrnor Sullay Kamara：Consultant Director, Rokupr Agriculture Research Center 

Peter A. Kamara：Head, Rice Unit, MAFFS 

Gabriel Rugalema：Representative, FAO 

David Mwesigwa：Programme Implementation Support Officer 

Bakarr J. Bangura：Deputy Director of Extension, Extension Division, MAFFS 

Dr. Sorie Bangura：District Agriculture Officer, MAFFS-K： 

Sayo Tarawalli：District Extension Officer, MAFFS-K 

Umaro Sankoh： District M&E Officer, MAFFS-K 

君島 崇：総括 

西谷 光生：副総括/普及（栽培） 

山口 淳一：栽培技術 

竹村 光春：栽培試験研究 

 

佐藤 和明：企画調査員（シエラレオネ・フィールドオフィス 所長） 

立田 亜希子：企画調査員 
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第２章 調査結果 
 

２－１ 協議内容と結果 

シエラレオネ側評価団とともに現地視察や関係者へのインタビューを行いながら、中間レビュ

ーを実施した。主要な点は第3章及び別紙のMinutes of Meeting及びEvaluation Reportに記載のとおり。

その他、本案件の後半2年間をより効果的に実施するための留意点は以下のとおり。 

 

（1）技術普及とモニタリングの強化 

成果2について、これまでは試行的な活動を実施してきたが、TP-Rの普及展開を図るために

は、今後一層力を入れる必要がある。特に普及員向けの研修の実施、FBOの共同作業として行

われるFFSの実施の後に、各農家が習得した技術をどのように適応したのかモニタリングする

必要がある。今後のスケジュールを考えると、次ページのとおりとなり、2012年雨期、2013

年雨期のみの対応となることから、FFSの場を活用した収量調査の実施等、効率的なモニタリ

ング方法をプロジェクトとして検討する必要がある。 

 

（2）FFSに沿ったプロジェクト活動の実施 

SCPの枠組みの中でFFSを普及手法として用いることとなっている。FFSの技術普及、技術

定着に関して定量的な評価は行われていないものの、政府として活用することとしているこ

とから、本プロジェクトの普及活動もFFSアプローチに基づく形で実施される必要がある。こ

の中で、具体的な改善点があれば政府に提案する事で、シエラレオネの農業開発に大きく寄

与することができる。 

これを実施するためには、FFSを実施するMAFFSの普及局、FFSを紹介し国際的なネットワ

ークを有するFAOと徹底したコミュニケーションをとり進める必要がある。具体的な方法とし

ては、定期的な会合の開催（四半期に1度程度）、MAFFSのFFSを理解する技術者によるカンビ

ア県での研修の実施、プロジェクト関係者による優良FFSへの訪問等が考えられる。 

なお、今回のPDM改訂にあたって「extension method」を「コメに関するFFSガイドライン」

と「FFSで活用する普及教材」のことを示すという形で整理した。これらの成果品を策定する

にあたって、上記のとおり関係者を巻き込んで活動を行うこととする。 

 

（3）人材育成の強化 

シエラレオネ政府側の人材がきわめて脆弱であったことから、これまでは専門家が主導で

TP-Rの開発、普及員や農家に対する指導を実施してきた。本プロジェクトも残すところ2年と

なり、C/Pが主導での活動に移行する段階に入っている。シエラレオネ政府の能力を見極めた

うえで、プロジェクト終了後も彼ら自身で活動が継続できるように、技術的側面からも検討

のうえで、シエラレオネ側の人材育成をいっそう促進し、日本人専門家はC/Pの技術的なバッ

クストップとなる体制が求められる。 

なお、TP-Rの開発にあたってロクープル研究所所長は新規C/Pのアサインに強い意欲を見せ

ており、プロジェクト活動が徐々にではあるが、シエラレオネ側関係者に浸透していると思

われる。 
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（4）中央政府の巻き込み 

主にカンビア県内で実施している活動の成果を、シエラレオネ政府が持続的に活用してい

くためには、プロジェクト実施期間中からMAFFS中央の理解を促進する取り組みを行う必要

がある。具体的には、①プロジェクト成果のMAFFS政府による承認、②TP-RやFFSガイドラ

イン、普及マニュアルのMAFFSが行う研修での公式教材として位置づけること、③MAFFSに

よるTP-Rを適用した他県の普及員のフォローアップ、等が考えられる。 

最終日に行われたモニタリングコミッティの場においても、シエラレオネ側から全国展開

の責任はMAFFS中央にある旨が強調されたとおり、公式なチャンネルを活用しながら、成果

がシステムの中に残るように取り組む必要がある。 

 

（5）他ドナーへの情報発信 

SCP実施のためにGAFSPから50 million USDが配分されており、FAOはインターナショナル

スタッフ4名をMAFFS内部に配置し、予算計画の策定から実施、モニタリングまでを支援して

いる。 

稲作分野において、現場で活動を行っているドナーはJICAのみといっても過言ではなく、

FAOへのヒアリングにおいて、FAOとしても現場の情報を強く必要としている。また、FAOを

はじめ他ドナーが具体的にどのような取り組みを実施、検討しているかを確認することによ

り、本プロジェクトの成果が活用される可能性が増加するものと思われる。したがって、よ

り一層、フリータウンにおいて、他ドナーとの意見交換、情報交換を促進する必要がある。 

 

（6）大統領選による影響 

11月中旬に大統領選挙があり、その前後で状況が不安定となると可能性がある。活動スケ

ジュールがこれにより影響を受ける可能性があることに留意する必要がある。 
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成果２、３の今後の活動（想定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成果2　の活動

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

普及員向け技術研修

農民向け稲作栽培技術研修

FBO指導/モニタリング
4FBO×10農家＝40農家
技術適応度、収量調査

FBO指導

モニタリング

普及員研修教材の作成

普及員向け技術研修
10普及員

FFSを通じた農民向け技術研修
プロジェクト:3 FBO
県: 3+9 FBO

FFSを活用した収量調査/モニタリング

6FBO×25農家＝150
内100農家に技術適応度調査
内25～30農家に収量調査（全刈り）

FFSツール/カリキュラム

FBO選定等に関するMAFFSへの助言

普及員向け技術研修
10普及員

FFSを通じた農民向け技術研修
プロジェクト:3 FBO
県: 3+9 FBO

FFSを活用した収量調査/モニタリング

6FBO×25農家＝150
内100農家に技術適応度調査
内25～30農家に収量調査（全刈り）

成果3の活動

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9

研修計画の策定

研修の実施

モニタリング

2013 2014

2014

雨期指導

乾期指導

雨期指導

雨期指導

対象者数 2012

対象者数 2012 2013
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２－２ 稲作の状況 

（1）Inland Valley Swampでの稲作増収技術 

本プロジェクト- Sustainable Rice Development Project（SRDP）は、SCPの枠組みの中でFBO

に対し、FFSの普及手法を通じて、IVSに適応可能な稲作技術を稲栽培農家に普及するプロジ

ェクトである。SCPではFBOの活動を支援するために、活動の初年度に限って初期投資として

種子と肥料を供給している。本プロジェクト活動は、1）肥料の施用に着目をした差益をもた

らす栽培技術の開発、及び2）前プロジェクトで推奨された技術並びに施肥量、化学肥料の要

素の配分などを含む施肥技術の普及を主としている。 

本プロジェクトが活動対象としているシエラレオ国カンビア県のIVSは、形、大きさ（面積）、

雨季の川の水量、乾季の水深などの様々な条件の違いによって千差万別の複雑な栽培環境条

件となっており、適切に水を管理するための構造物の定格化を困難にしている。また、シエ

ラレオネの土壌は世界最古の土壌であること、降雨量が極めて多いことから（全国平均で

3,000mm程度）一般的に土壌養分の多くが洗脱されており、土壌肥沃度は極めて低く、プロジ

ェクト地域の平均収量は0.5 t/haである（JICA et al., 2009：Agricultural Technical Package and 

Manual on Rice Production）。本プロジェクトは、このような厳しい栽培環境条件下において、

前プロジェクトで確認された基本栽培技術に施肥技術を加え、シエラレオネ全土で適用可能

な栽培技術を開発することを目的として、シエラレオネのすべての稲栽培環境－1）Mangrove 

swamp（マングローブ低地）、2）Associated Mangrove swamp（マングローブ低地と谷地との遷

移帯、3）IVS、4）ボリランド（内陸皿状盆地型低湿地）、5）Reverain（下流域氾濫原・後背

湿地）があるカンビア県で活動を行っている。 

前プロジェクトにおいて、提案されている以下の推奨栽培技術を適用することによって、

無施肥であっても平均収量は、0.5 t/haから1.0 t/haと2倍に増大した。これらの基本栽培技術に

加えて最も効果的な農作業は除草であると考えられ、確実に除草を行うことによっても収量

は改善できると考えられた。 

a）計画された栽培カレンダーに基づいた適期作業 

b）適切な種子量 

c）適切な播種前整地作業 

d）畦畔の設置などによる適切な水管理 

e）適切な移植技術（早期植え－3週苗－、浅植え－2～3cm深－、1株本数を減らす－2～3本－）

の励行 

    

一方、肥料200kg/ha（基肥にNPK化成肥料N：P：K＝15：15：15を100kg/ha、追肥を幼穂形

成期にNPKと尿素をそれぞれ50kg/ha施用）を施用することによる施肥効果は平均0.5 t/ha（0.5 

t/ha ⇒ 1.5 t/haへ増収）と比較的に低い値に留まった。プロジェクトは、これは不適切な水管

理と栽培管理に起因すると結論付けた。 

今回、カンビア県のいくつかの場所を訪問したり、移動中の車両の中から見たりした限り

において、谷地を流れる川の両側の比較的流れの緩やかな部分に無畦畔状態でそのまま稲が

作付されており、常に水が留まらない為に施肥効果が期待できない稲作付け場所が大多数で

あった。また、降水量が多いこと、排水機能が低いこと（河川本流への流入が遅く支流に水

が停滞する）、多くの場所では土壌が長期間乾燥しないこと（空気に触れる期間が短い）など
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から、稲の刈り株や雑草などの有機物の分解が還元状態で進行すること、または容易に進ま

ないことと考えられ、そのことが鉄過剰や根腐れなどの稲の生育を阻害する原因や土壌の低

肥沃度の一因になっているとも考えられた。 

このようなことから、カンビア県のIVSでの稲収量増加には栽培技術的な改良だけでなく、

畦畔の構築による排水機能の付加・強化が重要であると考えられた。つまり、1）上述したよ

うな流水条件を改善することを目的とした谷地上流部及び谷に面する斜面最下部への築堤に

より、水の流れを谷地の両側に誘導し、水田内への水管理を行うこと、及び2）湿田条件下に

おける圃場の物理的特性改良を目的とした旧河川（最低地部）への排水路の設置が最も重要

であると考えられる（特に土壌を乾季にかわすことによって得られる乾土効果は大きいので

はないだろうか）。畦畔の構築は特に雨季では、灌漑よりも水の流入を阻止する防水機能とし

て重要である。 

 

（2）改訂版TP-Rの適用による収量の改善について 

水管理ができない栽培環境条件が大多数である現在のシエラレオネにおいては、本プロジ

ェクトの成果1で達成される改訂版TP-Rのうち、前プロジェクトで明らかにされた既述済みの

推奨技術は広範に適用可能であるが、大幅に収量増をもたらす可能性のある施肥技術につい

ては適用可能な場所が非常に限定されることになる。 

プロジェクトでは今回の改訂TP-Rの主要改訂部分として、施肥（特に化成肥料成分の割合）

に着目している。これは前プロジェクトで、シエラレオネの稲研究機関であるRARCが推奨し

ている施肥量（N：P：K＝80：40：40）に基づき、プロジェクトの施肥量（N：P：K＝48：

25：25）を設定したが、プロジェクトが行った土壌調査とポット試験の結果から土壌中のリ

ン酸及び硫黄不足が確認され（窒素及びカリとの相対で）、ほぼすべての土壌においてリン欠

乏が見いだされたことによる。現在、シエラレオネで入手可能な肥料は、上述の化成肥料（N：

P：K＝15：15：15）及び尿素（N含有率は約46％）であり、リンの割合が高い化成肥料やイ

オウ分を含む肥料は入手することができない。本プロジェクトはこのように限定されている

条件の中で、更なる試験・分析を進めることにより、カンビア県（シエラレオネ全土での適

用も視野に入れて）における最適N：P：K：S配合量を提案することにより、肥料の施用効果

が期待できる条件下（主として水管理のできる条件下）での収量増を狙っている。本プロジ

ェクトでは今後、ポット試験の結果に基づき圃場試験を通じて圃場レベルで必要なリン酸施

用量を確認していく（ポットでは根圏が限定されるが、圃場ではさらに根圏が広範となり土

壌中のリン酸分布量は少なくても根を広げることにより（少なくともポットの根圏よりも）、

リン酸吸収量を増大することができるため、ポット試験程リン酸欠乏の影響は少ないと考え

られる）。 

その結果を、将来、シエラレオネのMAFFSが適用し、SCPなどを通じた化成肥料輸入時に、

輸入元に化成肥料の要素の割合を変えることを指示できるようになる可能性がある。 

また、シエラレオネを含む西アフリカの土壌は前述したとおり世界最古の土壌であり、こ

れまでの調査研究結果の多くは土壌中のリン酸（P）とイオウ分（S）の不足を指摘している。

その研究成果は西アフリカで重要な換金作物の1つである綿花栽培に活かされている。シエラ

レオネでは販売されてはいないが、マリ、ブルキナファソ、ベナンなどの仏語圏西アフリカ

では綿花用化成肥料としてN：P：K：S：B＝14：23：14：5：1が一般的である。プロジェク
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トで得られた結果がこの割合に近いのであれば、フランスから既成品の肥料を輸入すること

も有効であると考えられる。したがって、本プロジェクトで提案する肥料要素の適正割合を

有した化成肥料をシエラレオネで使用するかどうかは不透明ながら、シエラレオネ側に適正

割合の肥料を使用することによるインパクトを与えることはできると考えられる。さらにそ

のインパクトを拡大し、適性肥料を導入するためには、MAFFS本省の農業大臣をはじめとす

る幹部人材に成功した試験圃場を見せることが重要となる。 

以上のことから、プロジェクト目標である3 t/haをシエラレオネの広範な地域でコンスタン

トに達成するためには、前プロジェクトで推奨された基本栽培技術及び適排水構造の適用の

上に、本プロジェクトで推奨される改良施肥技術の組合せによる多収穫技術が活かされる必

要があると考えられる。 

 

（3）種子生産 

多収穫技術に向けた施肥技術の適応には、品種の純度・均一性も重要な要素となる。施肥

を行うためには、特に追肥において生育が均一であることが施肥効果にとって重要である。

もし、生育期間の大きく異なる品種が混種状態で栽培されていたり、同一品種であっても出

穂期間がだらだらと長期間続くような品種であったりすると、幼穂形成期（一穂粒数を確保・

増大させるために重要な時期）の確定が困難となり、ある品種や個体ではまだ幼穂形成期に

至っていない、また、ある品種や個体ではすでに幼穂形成期を過ぎてしまっているという状

態が考えられる。したがって、せっかくの肥料も効果的に使用することができず、施肥効果

も減少することになる。 

KobiaにあるSMP（Seed Multiplication Project、1980年代からドイツが主導）の種子増産セン

ターで種子を見たところ、3～4品種が混種していることや、純度95％以上（表示上は98％）

を確保していると話していたことから混種率が大きすぎると思われた。例えば純度98％の種

子を考えるとすると50粒に1粒は異品種である。仮に2本植とすると25株に1株は異株がある。

また、95％であれば20粒に1粒は異品種と言うことになる。目視で95％であるならば、実際は

肉眼では容易に確認できない異品種も数多く存在することから相当数の品種が混種している

ことになる。 

これは育種家種子や原原種種子の生産を担っているRARCで増産されている原原種種子（原

種種子や認証種子の元種子となる）においても混種が認められること、及び種子生産が民間

に移管されつつある中で、種子増産センター自身で種子生産を行わずすべての認証種子生産

を契約農家に依頼していることに起因していると考えられる。例えば原原種種子の段階であ

る程度粗雑な種子であっても（本来はあってはならないことであるが）、原種種子・認証種子

生産が公的機関で行われていれば、異株（目的品種と異なる形質をもつ稲－混種や遺伝的突

然変異などに起因する－）の除去作業は行われる可能性が高い。しかしながら、契約農家や

民間種子生産業者では生産量で取引きされる種子に関して、その異株をきれいに抜くことは

生産量の減少－収入の減少－に直結するため、実施することは極めて少ない。アフリカにお

いて稲の生産性を効率的に高めるためには、関連セクターを包括的に改善していくことが求

められる。 

 



 

－10－ 

２－３ 調査団長所感 

本プロジェクトの活動拠点であるカンビア地域のIVSは、狭隘な谷地での過剰な流水や、下流域

では潮位変動の影響もあり、水管理の難度が極めて高い。このような実証環境の確保も困難な中、

当初計画に基づきほぼ予定どおり活動を行い、今後適正肥料についての圃場実証等を踏まえれば、

改訂TP-Rという成果物を得られる見込みが得られたことは、本プロジェクト専門家チームの適正

技術開発への徹底した姿勢と、生活環境の厳しい中での一方ならぬ尽力の結果と考えられる。 

他方、前回のプロジェクトも含めて振り返れば、MAFFSへの技術協力を開始して約6年が経過し

ており、基本的な稲作技術・手法は既存TP-Rにもある程度整理されている。コメ増産を喫緊の課

題とするシエラレオネ政府にとっては、これを自らのツールとして一早く有効活用し、稲作普及

を加速化させていくことが極めて重要と考えられる。したがって、本プロジェクト後半期の取り

組みにおいては、改訂TP-Rの整備と同時に、シエラレオネ側による普及活動を加速化させるため

にどのようなかかわり方が出来るかということが大きなテーマとなった。 

幸いSCPという農業開発計画とともに、GAFSPにより50 million USDという豊富な資金がコミッ

トされており、それを支持するドナーの共同歩調は比較的形成されている。またFFSという普及手

法を用いるとの方針も明確である。他方で、脆弱国であるがゆえに、コミットされた資金を有効

にディスバースしていくための政府キャパシティは依然として限定的である。 

この状況において、本プロジェクトが現場での実地指導を通じて得られた知見、経験を盛り込

んだガイドラインや教材を提供し、広くFFSでの普及に活用させていくことは、他のドナーの取り

組みにはない、JICAの丁寧な技術協力の強みを生かせる部分と考えられ、カンビア県以外の県を

対象とした研修の追加とともに、今般のPDM改訂において反映した。 

なお今回は、シエラレオネ側との合同評価チームとして、MAFFS本省普及局及びMAFFSカンビ

アから計3名のスタッフがフルアテンドし、彼ら自ら本プロジェクトをどう活用して行きたいのか

改めて考えてもらうとともに、協働作業を通じて提言を整理することが出来た。プロジェクト後

半期において普及の展開に貢献して行くためにはMAFFS本省とMAFFSカンビアの間、及びMAFFS

本省とプロジェクト側の間の緊密な連携が不可欠であり、今回の合同評価はその良い契機となっ

たと考えられる。これを機に、今後本プロジェクトに対する本省の参画、イニシアティブが一層

促進されることが強く望まれるとともに、プロジェクト側からもMAFFS本省とのより積極的なか

かわりを深めていくことが肝要と考える。 
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第３章 評価結果 
 

３－１ プロジェクトの実績 

３－１－１ 投入実績 

３－１－１－１ 日本側 

（1）JICA専門家派遣 

中間レビュー時点までに、短期専門家として、1）総括、2）副総括/普及（栽培）、3）

稲作技術1、4）稲作技術2、5）普及（収穫後処理）、6）小規模湿地開発、7）農民組織、

8）栽培試験研究、9）業務調整/稲栽培技術（普及）補助、の分野の専門家が派遣された。

詳細は、下表のとおり。 

 
氏名 分野 

従事期間 
M/M合計 

（予定含む）
担当分野別

合計M/M 
 開始 終了 （人・月） 

1 君島 崇 総括 2010年10月4日 2010年12月9日 2.20  

   2011年1月6日 2011年1月16日 0.33  

   2011年2月4日 2011年3月3日 0.90  

   2011年4月28日 2011年6月4日 1.23  

   2011年7月31日 2011年9月15日 1.53  

   2011年11月30日 2011年12月31日 1.03  

   2012年1月16日 2012年3月23日 2.23  

   2012年5月2日 2012年7月12日 2.37 11.82 

2 西谷 光生 副総括 /普

及（栽培 

2011年1月6日 2011年2月13日 1.27  

  2011年5月30日 2011年7月21日 1.77  

   2011年10月11日 2011年11月22日 1.40  

   2012年1月8日 2012年2月21日 1.47  

   2012年6月10日 2012年8月24日 2.50 8.41 

3 山口 淳一 稲作技術1 2010年10月4日 2010年11月4日 1.03  

   2011年5月10日 2011年8月5日 2.93  

   2011年11月30日 2012年2月14日 2.53  

   2012年2月26日 2012年5月8日 2.40  

   2012年5月20日 2012年7月13日 1.80 10.69 

4 山岸 恭敬 稲作技術2 2010年10月25日 2010年11月28日 1.13  

   2011年9月18日 2011年11月1日 1.47  

   2012年2月5日 2012年3月13日 1.23 3.83 

5 中村 麻衣子 普及（収穫

後処理） 

2010年10月25日 2010年12月5日 1.37  

  2011年1月23日 2011年2月25日 1.10  

   2011年5月2日 2011年6月9日 1.27  

   2011年7月18日 2011年8月9日 0.73  

   2011年11月1日 2011年12月27日 1.87  

   2012年3月11日 2012年4月24日 1.47 7.81 

6 石原 博英 小 規 模 湿

地開発 

2012年3月11日 2012年4月24日 1.47 1.47 
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7 西森 勇記 農民組織 2011年1月6日 2011年2月4日 0.97  

   2012年1月8日 2012年1月31日 0.77  

   2012年3月27日 2012年5月1日 1.17 2.91 

8 竹村 光春 栽 培 試 験

研究 

2011年4月28日 2011年6月18日 1.70  

  2011年7月4日 2011年7月19日 0.50  

   2011年9月10日 2011年10月27日 1.57  

   2011年11月15日 2011年12月27日 1.40  

   2012年2月5日 2012年3月30日 1.80  

   2012年5月6日 2012年7月13日 2.27 9.24 

9 竹村 光春 業務調整 /

稲 栽 培 技

術（普及）

補助 

2010年10月4日 2010年11月26日 1.77  

  2010年12月7日 2010年12月26日 0.63  

  2011年1月15日 2011年3月6日 1.67  

 林 真理子 業務調整 /

稲 栽 培 技

術（普及）

補助 

2011年6月11日 2011年6月30日 0.63  

  2011年8月23日 2011年9月13日 0.70  

  2012年2月22日 2012年3月13日 0.67 6.07 

    計 62.25  

 

（2）本邦研修あるいは第三国研修の受け入れ 

中間レビュー調査時点までに以下4名のプロジェクト関係者がマラウイの小規模灌漑

事業に関する第三国研修に参加している。 

 

 氏名 研修参加時の職位 研修期間 研修分野 研修内容 

1 Abdul Rahman 

Kamara 

Head of Sub-Component 

2, SCP, MAFFS 

2011年 7月

10日～17日

（8日間）

マラウイの

小規模灌漑

事業視察 

小規模灌漑事業地

区の視察、農民との

意見交換、小規模灌

漑技術及び参加型

アプローチについ

ての講義。 

2 John A. Lakoh Subject Matter Specialist

（SMS）,（Land and Water 

Development）, 

MAFFS-K 

3 Amara Kargbo Subject Matter Specialist

（SMS）（Extension）, 

MAFFS-K 

4 Andrew 

Mambu 

District Coordinator, 

MAFFS-K 

 

（3）機材供与 

車輌、オートバイ、事務機器（コンピュータ、プリンター、プロジェクター、コピー

機など）、RARCのラボラトリー用機器などが供与された。供与機材の価格合計は、2012

年3月現在で、約1,328百万レオン（約2,400万円）である。詳細については、付属資料1の

Annex 5参照のこと。このほか、RARCに井戸建設と電線設置が実施された。 
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（4）日本側負担現地活動費 

プロジェクト活動実施に関してJICAが負担した費用は、2012年3月時点で7億700万レオ

ン（円換算値は、約1,300万円）である。詳細は、付属資料1のAnnex 6参照のこと。 

 

３－１－１－２ シエラレオネ側投入 

（1）シエラレオネ側カウンターパートの配置 

中間レビュー時点で、計23名のカウンターパートが配置されている。農業森林食糧安

全保障省の本部が3名（プロジェクト・ダイレクターを含む）、農業森林食糧安全保障省

カンビア事務所が16名、シエラレオネ農業研究所（Sierra Leone Agricultural Research 

lnstitute：SLARI）が1名、RARCが3名である。詳細は、付属資料1のAnnex 7参照のこと。 

 

（2）シエラレオネ側活動経費負担 

シエラレオネ側は、農業森林食糧安全保障省カンビア事務所内及びRARC内のプロジェ

クト用執務室の光熱費を負担している。また、RARCのプロジェクト用執務室の修復費用

も負担している。 

 

（3）施設の提供 

農業森林食糧安全保障省カンビア事務所内及びRARC内に日本人専門家用の執務室が

提供されている。また、RARCは、網室（温室）設置のための場所を提供している。 

 

３－１－２ 成果の達成状況 

３－１－２－１ 成果1： 試験場圃場及び農家圃場での実証試験を通じてTP-Rが作られる。 

    

 農家圃場での実証試験は、2011年雨期に2サイトで実施された。試験場圃場での実証試験

はRARCと農民間の土地所有に関する問題が生じたため、実施されなかった。2011年6月

からRARCにおいて、カンビア県内の湿地の水田における窒素、リン酸、カリ、イオウの

適正な施肥量を提案できるようにするための、施肥試験（ポット試験）がRARCで開始さ

れた。 

 適切な施肥の方法（肥料の種類、施肥量等を含む）を含むTP-Rの改訂が、上記の活動に

基づき進行中である。最終のTP-Rは、プロジェクト終了時までに開発される予定である。 

 なお、数値指標が設定されていないため、成果1の達成度を評価することは、現時点では

不可能である。 

 

指標1-1：TP-Rを適用した試験圃場の○○％において目標収量を達成する。 

 

（1）2011年の雨期の結果 

施肥や水田の水管理の効果を診断するため、2011年の雨期作において、適切な水管理

が可能なFBOの水田2カ所において圃場試験が実施された（Sinbeck圃場とRobat圃場）。下

表にその農家圃場での実証試験の結果を示す。 
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サイト 畦の設置の有無 肥料の種類が（N‐P2O5‐K2O kg/ha）の場合の収量（Mt/ha）

  0‐0‐0 40‐40‐40 80‐80‐80 

Sinbeck圃場 なし 0.7 1.9 2.9 

 あり 2.0 2.2 2.2 

Robat圃場 なし 2.0 2.2 2.9 

 あり 2.2 2.7 3.2 
備考：栽培品種は、ROK24 

 

（2）2012年雨期の農家圃場実証試験の計画 

2012年雨期の農家圃場での実証試験は、カンビア県内の4カ所で実施する計画である。

一方、RARCで実施されたポット施肥試験の結果は、農家圃場での実証試験に反映される

予定である。 

 

指標1-2：TP-Rを適用した試験圃場で生産されたコメの○○％が目標とする品質を満たす。

 

コメの品質向上は、本プロジェクトの主たる目的ではないので、この指標を変更する

ことが望ましい。 

 

指標1-3：TP-Rが作成される。 

 

前回のJICA技術協力プロジェクトでは、低投入条件（施肥なし）でのTP-Rが開発され

た。そのTP-Rに、適切な施肥方法（肥料の種類や施肥量など）を追加した改訂版のTP-R

の作成が進められている。 

 

３－１－２－２ 成果2： カンビア県のFBOを通じて小規模農家に対しTP-Rが普及される。 

    

 カンビア県で農民組織を通じて小規模農家に対するTP-Rの普及が進捗中であり、普及手

法を改善することを通じてより多くの農家にTP-Rを普及することが可能となる。 

 数値指標が設定されていないので、成果2の達成度を評価することが、まだ可能ではない。 

 

指標2-1：○○名の稲作農家が稲作技術の研修を受講する。 

 

（1）農家向け研修 

2011年雨期にMAFFS-Kの普及員は、22FBOへの技術指導を行った。また、JICA専門家

は、3カ所のFBOの共同圃場を毎週訪問し、その他の19カ所のFBO圃場については、2週間

に1回の頻度で訪問し、各サイトではFBO所属農民2-3名に対して技術的助言を行った。 

2012年6月～7月には、農民を対象にTP-Rに関する研修が実施された。その実績は以下

のとおり。 

 2011年雨期に支援対象となった、22FBOのメンバーを対象とする研修。1FBO当たり3

名を対象とし、22FBOで計66名が参加した。 

 2012年雨期の支援対象の14FBOのメンバーを対象とする研修。1FBO当たり3名を対象
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とし、14FBOで計42名が参加した。 

 農業セクターリハビリテーションプロジェクト（Agricultural Sector Rehabilitation 

Project：ASREP）の枠組み内でMAFFS-Kが選定した農民リーダーに対する研修（農

民ファシリテーター育成研修）に10名が参加した。 

 

（2）ラジオ普及番組 

広い範囲の農民にTP-Rを普及する目的で、ラジオによる普及番組が放送された。放送

日と放送内容は下表のとおりである。 

 

No. 放送日 内容 

1 2011年6月22日及び29日 苗代準備と圃場準備 

2 2011年7月15日及び27日 苗の移植 

3 2011年8月15日及び22日 湿地における移植稲の管理 

4 2011年9月15日、22日、29日、

10月6日 

湿地条件に応じた稲品種の選定 

5 2011年10月20日及び27日 生殖生長期の稲作実践技術の推奨 

6 2011年11月3日及び10日 登熟期の稲作実践技術の推奨 

7 2012年1月19日及び26日 稲作における収穫後処理方法 

8 2012年2月1日、2日、9日、10日 JICAプロジェクトの支援を受けた農民間の経験共有

 

指標2-2：研修を受けた稲作農家の○○％がTP-Rを適用する。 

 

（1）TP-Rの適用 

現時点では、主として前回のJICA協力プロジェクトで作成した低投入を基本とする

TP-Rを、農民指導に利用している。なお、指導した内容のうち、どのような技術を農民

が実際に自分たちの圃場で適用しているかどうかについての調査は実施されていない。

指導した農民の技術採用について今後モニタリングする必要がある。 

 

（2）2011年雨期の22FBOの共同圃場における収量モニタリング結果 

2011年雨季稲作期間中、本プロジェクトでは、日本人専門家が普及員とともに22FBO

の共同圃場における状況観察が実施された。データが得られた21のFBO（共同圃場）にお

ける収量の平均は、1,329kg/haであった。施肥されたにもかかわらず、1,000kg/ha以下の

低い収量しか得られなかったFBOが9つある一方で、2,000kg/ha以上の収量を得たFBOが4

つある。 

    

日本人専門家チームは、低い収量の要因として、以下の点を挙げている。 

    

 FBO農民は、施肥により収量が増加することは認識しているが、肥料の効果的な施与

方法については十分な知識を持ち合わせていない。それらの技術を農民に伝えるべき

普及員もほとんどが、適切な施肥量の計算、適切な施肥時期、施肥時の水管理手法等

を理解していない。 
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 老苗の深植え、代かきの不十分な硬い土壌へ移植することによる主稈の屈折、一切の

水管理対策が取られず水流にさらされ続ける圃場等、イネ生育にとって好ましくない

農作業や農環境が散見された。 

 

（3）FFS試験圃場における収量モニタリング結果 

2011年雨期作では、FFSの一環として、試験圃場を22FBOに設置した。22の試験圃場の

うち、7圃場では虫害や鉄分過剰障害が発生したため、途中で試験を中止した。平均収量

は、1,575kg/haであった。処理区A（推奨技術区）と処理区B（慣行農法区）を設け、推奨

技術区の収量が慣行農法区の収量より高くなることが期待されたが、実際には、そのよ

うにはならなかった事例があった。日本人専門家チームは、その原因として、以下の点

を挙げている。 

 

 圃場に畦畔が構築されていない場合、移植された苗が、常時、流水条件下で生育した。

その場合、投入した肥料が流亡した可能性が高い。 

 有機物を多く含む圃場が湛水状況にある場合、有機物の分解過程で、土壌の還元が進

み、鉄過剰障害が生じる。 

 

３－１－３ プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標：シエラレオネ全土に適用可能な稲作技術及び普及手法が確立する。 

    

 TP-Rの開発が進行中であり、また、TP-Rの普及手法の確立がこれから開始される状況で

あるため、プロジェクト目標がプロジェクト終了時までに達成できるかどうかを正確に予

測することはまだ困難である。 

 SCPの枠組みの中でFFSアプローチが採用されているので、本プロジェクトにおける「普

及手法」の用語の意味するところは、「コメに関するFFS実施のための実践的ガイドライ

ン」と「コメに関する普及材料」と定義する。ガイドラインは、普及員がFFS管理を理解

するために用い、普及材料は、FFS実施時に普及員が利用する。 

 

指標：各県のMAFFS 職員の○○％がTP-R 及びその普及手法の有効性を確認する。 

 

前回の技術協力プロジェクトで作成したTP-Rを基礎に、収量増加を図るために、主として、

適切な施肥技術（肥料の種類、施肥量、施肥時期など）と施肥効果を保持するための技術（圃

場の水管理、農作業技術など）の面で改良を進めている。 

TP-Rにかかわる普及手法（普及ガイドラインと普及材料）の確立を今後行っていく予定であ

る。普及手法（普及ガイドラインと普及材料）が持続的に活用されるようにするためには、MAFFS

本部の職員がTP-R及び普及手法の開発プロセスにもっと参加し、情報共有を高める必要がある。 
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３－２ 評価5項目による評価結果 

３－２－１ 妥当性 

本プロジェクトの妥当性は高い。 

    

（1）対象地域及び社会のニーズと整合性 

シエラレオネの作物生産分野では、コメ生産が重要な位置を占め、農業分野のGDPの

約75％を占める（国家コメ開発戦略文書による）。小規模農家が所有する平均農地面積は

1.63haで、食用作物生産が主要な家計収入であり、労働力の75％を吸収している。人口の

70％が貧困レベル以下にあるとされ、特に、農村部では貧困率が79％に上昇する。コメ

生産の現状は、低収量が特徴であり、陸稲の平均収量は0.72 Mt/haで、水稲の平均収量は

1.23 Mt/haである（出展は、国際農業開発基金（ International Fund for Agricultural 

Development：IFAD）のSmallholder Commercialization Programme）。したがって、食料安全

保障と貧困削減の面で、小規模農家の生産性向上のニーズが高い。 

 

（2）シエラレオネの国家開発政策等との整合性 

「変化のためのアジェンダ（An Agenda for Change（貧困削減戦略文書II（Poverty 

Reduction Strategy Paper：PRSP II）2008-2012）」の優先戦略の1つが、農業生産性の向上と

競争力向上である。農業生産性向上に関しては、特に、社会の最も貧困層に位置する農

村部の小規模農民に焦点をあて、農業のバリューチェーン全体に対する各種の支援策を

講じることにより、農業生産性向上を図っていく方針としている。MAFFSは、国家持続

的開発計画2010～2030を作成し、その重要政策の1つが、農業生産性の向上支援である。

農業セクターの1つの重要プログラムとして、2010年から「SCP」が開始されている。SCP

には、複数のコンポーネントがあるが、コンポーネント1は、小規模農家の商業化であり、

これは、生産の集約化、生産の多様化、付加価値創造及びマーケティングを意味する。

これとは別に、政府は、国家稲作振興戦略文書（National Rice Development Strategy：NRDS）

を2009年に作成しており、その目的の1つは、持続的なコメの生産性向上と生産量の増加

を確実にすることである。本プロジェクトは、SCPとNRDSの方針に沿って実施されてい

る。これらのことから、本プロジェクトはシエラレオネ政府の開発政策に合致している

と言える。 

 

（3）日本の援助方針との整合性 

シエラレオネに対するわが国の政府開発援助（Official Development Assistance：ODA）

の重点分野の1つは、「地方農村開発」であり、地方農村コミュニティの基礎生活環境改

善、生計向上を図るため、行政能力の向上と合わせ、コミュニティの能力開発をめざし

た支援を行うことを方針としている。したがって、コメの生産性向上を通じて農業農村

開発に寄与することが期待できる本プロジェクトは、ODAの方針と整合性がある。 

 

（4）プロジェクトアプローチの適切さ 

以下の点を考慮して、プロジェクト対象地域としてカンビア県が選定された。 

 「カンビア県農業強化支援プロジェクト（2006年2月～2009年3月）」の成果・教訓
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を効率的に活用可能なこと。 

 稲作技術の改良を担当する研究機関であるRARCがプロジェクト対象地域の近隣に

位置すること。 

 カンビア県の農業生態系が、シエラレオネ全土と共通すること。 

    

プロジェクト開始後、支援対象とするFBOの選定は、SCPの枠組み内で行われた。JICA

専門家チームは、選定されたFBOにおいて、主としてIVSでより高い収量を得られる栽培

技術改良に向けた努力が行われている。プロジェクト対象地域、対象グループ、技術開

発に係るプロジェクトアプローチは、適切であると思われる。 

 

３－２－２ 有効性 

プロジェクト目標の項で述べたように、プロジェクト目標の指標がプロジェクト終了時まで

に達成するかどうか正確に予測することはまだ困難である。ただし、土壌肥沃土試験の結果、

農家圃場での実証試験結果、FBO圃場での収量結果を考慮すると、IVS内で畦を設けることによ

り水管理が可能な農地において、より高い収量（3.0 Mt/ha以上）が実現可能なTP-Rを作成する

ことは可能であると考えられる。FFS手法に沿った稲作のための普及手法（普及ガイドラインと

普及材料）の作成については、MAFFS本部の普及局職員、MAFFS-Kの普及員、JICA専門家が密

接に協働することを通じて可能になるであろう。よりよい普及手法を作成するためには、FFSの

計画、実施、モニタリング（スケジュール作成や普及材料作成を含む）についてよく知る人物

を参画させることが望ましい。残りのプロジェクト期間により多くの努力を傾注することによ

り、本プロジェクトの有効性が高くなることが期待される。 

 

３－２－３ 効率性 

効率性は、おおむね満足できる水準である。 

    

（1）日本側投入 

JICA専門家派遣、機材供与、第三国研修、ローカルコスト負担は、おおむね適切である

と思われる。ただし、JICA専門家の1回あたりの派遣期間が短いとの意見がある。 

 

（2）シエラレオネ側投入 

すでに述べたように、現在23名のカウンターパートが配置されている。カウンターパー

トの人数は適切であると思われる。ただし、カウンターパートの本プロジェクトへの関与

度を高める必要があるとの意見がある。 

 

（3）プロジェクトのマネジメント 

合同調整委員会（Joint Coordinating Committee：JCC）は、ほぼ定期的に、半年に1回の頻

度で開催されている。JCC開催は、プロジェクトの進捗と成果についての情報共有に有効に

機能していると思われる。なお、討議議事録（Record of Discussion：R/D）によれば、モニ

タリング委員会を四半期に1度開催することになっているが、これまでのところ開催実績が

ない。プロジェクト活動を効率的に進めるためには、この種のミーティングを開催するこ
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とが望まれる。 

JICA専門家はこれまでのところ、TP-Rを改訂するために適切な技術を見つけ出す活動に

集中してきた。なお、普及手法（普及ガイドラインと普及材料）の開発も重要であると認

識されている。したがって、FFSアプローチに沿った普及手法開発のための活動をこれから

加速化させることになる。 

 

３－２－４ インパクト 

農民インタビューを通じていくつかのプラスのインパクトを確認した。 

 

（1）上位目標の達成見込み 

上位目標：シエラレオネの小規模稲作農民の生産と収入が増加する。 

 

指標：シエラレオネの米の自給率が、70～100％に向上する。 

 

本プロジェクトのインパクトを直接表す指標に変えることが望まれる。 

    

（コメの自給率についての計画値をMAFFSが所有しているものの、そのデータの公表は､

最近数年間行われていない。関係者からの話を総合すると、自給率は政治的配慮が加わっ

て決められている模様である。すなわち、本当の実情が反映された数値ではないもようで

ある。非公表のデータによれば、近年、シエラレオネはコメの自給を達成しているが、一

方で、コメの国内需要量の1割以上を輸入しているデータもある。参考までに、コメの自給

率に関するデータとコメの輸入量に関するデータを付属資料4に示す。） 

 

（2）その他のインパクト 

FBOメンバーの農民へのインタビューを通じて、本プロジェクトにおいて移転した技術の

有用性を実感し、特に、学んだ技術のうち、若い苗（3週間苗）の移植、1カ所当たりの移

植苗数が2-3本、圃場を適切に代掻き・均平化すること、除草などを、これからの作期（2012

年雨期作）に採用する意向を持っていることを確認した。 

 

３－２－５ 持続性 

政策面の持続性は、本プロジェクト終了後も確保される見込みである。制度・組織面、資金

面、技術面の持続性を確保するためには、以下に示すように残りのプロジェクト期間に実施す

べき事がある。 

 

（1）政策面 

妥当性の項で述べたように、特に貧困層に含まれる農村部の小規模農民の農業生産性を

向上させることが、シエラレオネ政府の農業セクターの重要戦略の1つである。したがって、

コメ生産性（収量と収益性など）向上の重要性は今後も継続し、政策面の持続性が確保さ

れると見込まれる。 
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（2）制度・組織面 

TP-Rと普及手法をカンビア県以外に普及するには、MAFFS、特に各県の普及員等の職員

のバックストップとしての機能を持つ普及局が、TP-Rと普及手法に関する研修コースの設

定、研修コース実施と各県での普及活動実施に必要な予算の準備などのメカニズムを構築

することが期待される。このようなアレンジをSCPの枠組み内で行うことが望まれる。そう

することで、TP-Rと普及手法の普及が、制度的にも、組織的にも持続性のあるものになる。 

 

（3）財政面 

制度・組織面で述べたように、TP-Rと普及手法（普及ガイドラインと普及教材）を普及

するには、研修と普及活動の実施に必要な予算を準備する必要がある。 

 

（4）技術面 

FFSに関する研修を多くの普及員が受講しており、農民への技術移転のための1つの手法

としてFFSを実施するための一定の知識とスキルを身につけている。しかしながら、FFSを

行うには、普及員の実践的スキルを強化する必要があると考えられる。特に、稲作に特化

した実践的スキルが必要である。したがって、プロジェクトの残り期間、普及員は、TP-R

に沿った稲作のFFS実施のための実践的普及ガイドラインと普及教材を用いて、FFSを実践

することを通じて、能力強化を図ることが必要である。 

 

３－２－６ 結論 

土壌肥沃土評価の結果とその種の評価を継続することで、カンビア県の土壌に適した窒素、

リン酸、カリ、イオウの配合割合及び施肥量を本プロジェクトで提案できる見込みで、それが

TP-Rに反映されることになる。TP-Rの改訂作業のための技術開発は大変順調に進展していると

思われる。なお、これまでJICA専門家が農家圃場での実証試験と22カ所のFBOでの稲作を観察

することに注力していたため、普及手法（普及ガイドラインと普及材料）の作成は、これから

開始される。中間レビューチームは、よりよいプロジェクト成果を上げるために、プロジェク

トの残り期間に取り組むべき事項を確認したので、それらを提言の項で説明する。 

 

３－３ 提言 

３－３－１ MAFFSが取るべき事項 

（1）TP-Rの持続的活用 

土壌分析、ポット試験、圃場試験を通じてTP-Rの改訂作業が進捗していることが確認さ

れた。TP-Rの改訂作業は、プロジェクト終了時までに完了する見込みである。プロジェク

ト終了後に改訂TP-Rが持続的に活用されるよう、MAFFS、SLARI、RARCに対して、以下

のことを提言する。 

a）プロジェクト終了後には、RARCがTP-Rの技術的支えとなることが期待されることから、

残りのプロジェクト期間中、RARCの研究員が、普及員対象の研修において講師の役割

を担うこと。 

b）シエラレオネの研究員の能力強化に寄与することは間違いないので、少なくとも1名の

RARC研究員をラボラトリーに配置し、土壌分析やポット試験の従事をさせること。 
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（2）普及手法（普及ガイドラインと材料）をFFSに沿ったものにすること 

本プロジェクトの活動は、特に技術面でSCP（小規模農家商業化プログラム）を直接的に

支援するものであると認識されている。したがって、プロジェクトの残り期間に開発され

る普及手法（普及ガイドラインと普及マテリアル）は、FFSアプローチに沿ったものでなけ

ればならない。この点に関するMAFFSへの提言は以下のとおり。 

    

a）プロジェクト関係者がFFSに関する知識をさらに深めるよう、FFSに関するスキルを有

するMAFFS職員が、プロジェクト活動に参加すること。 

b）FFSのバックストップとして機能し、普及員の能力開発を担当しているMAFFSの普及局

が、普及ガイドラインと普及材料の作成プロセスに参加し、必要に応じて助言するこ

と。 

 

（3）本プロジェクトの成果の普及 

本プロジェクトの成果である改訂版TP-R、普及ガイドライン、普及材料が、SCPの枠組み

内で、IVSが存在するシエラレオネのすべての地域に普及され、利用されることが期待され

る。これに関し、MAFFSに対する提言は以下のとおりである。 

a）プロジェクト成果を他の県でも採用するよう、技術面及び資金面から調整・指導する

こと。 

b）全国の県農業事務所職員向け研修の費用を分担すること。 

c）改訂TP-R、普及ガイドライン、普及材料を公式に推奨すること。 

d）改訂TP-R、普及ガイドライン、普及材料を、IVSが存在するすべての県に、公式ルート

を通じて配布すること。 

e）持続性確保のため、本プロジェクトで研修を受けるすべての県の普及員のフォローア

ップを行うこと。 

 

（4）MAFFS-Kにフォーカルパーソン（調整・連絡担当）を配置すること 

プロジェクト成果は、シエラレオネ国内で継続的に活用すべきであり、またカンビア県

以外のMAFFSの県農業事務所の普及員研修を残りのプロジェクト期間中に実施する必要が

ある。このため、本プロジェクトとMAFFSの間の連絡・調整をさらに強化する必要がある。

すなわち、MAFFSへの定期的報告を含む各種の手配に責任を持つフォーカルパーソン1名を

MAFFS-Kに配置すべきである。 

 

（5）IVS開発の促進 

改訂TP-Rを適用して3.0 t/haのコメ収量を実現できるのは、水管理が適切に実施可能な水

田である。したがって、MAFFSがSCPのコンポーネント2であるIVS開発を促進することが

期待される。 

 

３－３－２ プロジェクトが取るべき事項 

（1）TP-Rの改訂 

本プロジェクトでは、TP-Rの改訂における目標収量を3.0 t/ha以上としている。この目標
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収量を達成するためには、施肥や水管理などのいくつかの技術面で必要条件があることが

解っている。したがって、本プロジェクトでは、そのような技術的条件を明確にし、TP-R

に記載し、マニュアル内では、普及員が理解しやすいように記載することが求められる。 

 

（2）普及員研修の強化 

FFS実施を通じて農民に技術を移転するのは普及員である。したがって、シエラレオネの

コメの生産性向上及び生産量増加を図るためには、普及員の能力向上が極めて重要である。

このような観点から、プロジェクト側に対し以下の点を提言する。 

    

a）普及員研修の数と質をさらに高めること。 

b）2013年雨期作前にカンビア県以外の県農業事務所の普及員向け研修を実施すること。 

 

（3）首都フリータウンでの会議の開催 

MAFFSが、上記提言に沿って必要な行動を取るためには、本プロジェクトの進捗状況と

課題について適切な時期に情報共有し、議論すべきである。したがって、本プロジェクト

では、関係者との定期的会議をフリータウンでより頻繁に実施すべきである。 

 

３－３－３ PDMの改訂案 

 

表：PDMの主な修正点（提案） 

項目 Version 1 修正提案（Version 2） 変更理由 

上位目標 シエラレオネの小規

模稲作農民の生産と

収入が増加する。 

カンビア県のコメ生産

量が増加する。 

TP-R（コメ生産技術パ

ッケージ）と普及手法

がシエラレオネ全国で

利用される。 

プロジェクトの直接的インパク

トを示す上位目標とすべきであ

るので。 

（コメ自給率データを利用でき

ないことも、1つの要因） 

上位目標の

指標 

シエラレオネの米の

自給率が、70～100％

に向上する。 

1. カンビア県のコメ生

産量が2014年の生産量

に比較して30％増加す

る。 

2. カンビア県以外の県

農業事務所の普及員

が、本プロジェクトで

改訂したTP-Rを開発し

た普及手法を用いて、

2018年までに10,000人

以上の農民に普及す

る。 

カンビア県の場合、プロジェクト

活動の効果として、またTP-Rと

普及手法が継続的に普及される

ことを通じてコメ生産の増加が

期待できる。（ただし、県別のコ

メ生産量のデータがあるものの、

計画値であることがネックでは

ある） 

他の県については、普及員が

TP-Rと普及手法についての知識

とスキルを身につけることが期

待され、その後に農民へ技術が普

及される。 

プロジェク

ト目標の第1

番目の指標 

 MAFFSが TP-Rと普及

手法を公式に推奨す

る。 

持続性の観点から、プロジェクト

成果がMAFFSによって利用され

ることを期待する。 
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プロジェク

ト目標の第2

番目の指標 

各県のMAFFS職員の

○○％がTP-R及びそ

の普及手法の有効性

を確認する。 

研修を受講した各県の

MAFFS職員の 80％が

TP-R及びその普及手法

の有効性を確認する。

設定されていなかった数値指標

を提案した。そして、有効性を確

認するのは、研修を受講した職員

に限定した。 

成果1 試験場圃場及び農家

圃場での実証試験を

通じて稲作技術パッ

ケージ（TP-R）が作ら

れる。 

農家圃場での実証試験

を通じてより高い収量

と収益を実現可能な稲

作 技 術 パ ッ ケ ー ジ

（TP-R）に改訂される。

TP-Rについては、前回のJICA技

術協力プロジェクトで作成した

TP-Rの内容に改良を加えるので

「推敲する」という用語を「改訂

する」に変更した。TP-R改訂の

主な目的は、収量と収益性を向上

させることである。そのため、収

量と収益性をいう用語を加えた。

なお、試験場圃場での実証試験は

実施されていないので、削除し

た。 

成果1の第1

番目の指標 

TP-Rを適用した試験

圃場の○○％におい

て目標収量を達成す

る。 

1-1. 改訂TP-Rを適用し

た実証農家圃場の80％

の場所において、2013

年栽培シーズンまでに

3.0 Mt/ha以上の収量が

得られる。 

実証試験を行う農家圃場での目

標収量として適切であると考え

られる指標を設定した。 

成果1の第2

番目の指標 

TP-Rを適用した試験

圃場で生産されたコ

メの○○％が目標と

する品質を満たす。 

--- コメの品質向上は、本プロジェク

トの主目的ではないので削除し

た。 

成果1の第3

番目の指標 

TP-Rが作成される。 1-2. 適切な施肥量と収

益性を説明する改訂

TP-Rが作成される。 

どのような改訂がなされるのか

理解しやすいように、主な特徴を

記載した。 

成果1の追加

指標 

--- 1-3. 普及員が利用する

TP-Rマニュアルが作成

される。 

TP-R自体は普及員向けではある

がより理論的なものである。普及

員が容易に理解できるようTP-R

に関するマニュアルも作成する。

成果2の第1

番目の指標 

○○名の稲作農家が

稲作技術の研修を受

講する。 

2-1. 300名以上のFBOメ

ンバー農民がTP-Rに関

する研修を受講する。

数値指標を設定した。 

成果2の第2

番目の指標 

研修を受けた稲作農

家の○○％がTP-Rを

適用する。 

2-2. 研修を受けたFBO

農民の50％以上がTP-R

の複数の技術を適用す

る。 

数値指標を設定した。 

成果2の追加

指標 

--- 2-3. 改訂版TP-Rを普及

するための普及材料が

作成される。 

SCPの枠組みにおいて、またFFS

アプローチに沿って、TP-Rを農

民に普及するためには、FFS活動

に用いる普及マニュアルが必要

である。 
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成果2の追加

指標 

--- 2-4. TP-Rに基づく稲作

に関するFFS実施ガイ

ドラインが作成され

る。 

TP-Rに基づく稲作に特化した

FFSを実施するためには、普及員

がFFSを効果的に実施できるよ

うになるための実践できるガイ

ドラインが必要である。 

成果3 --- 3. カンビア県以外の県

農業事務所の職員に

TP-Rと普及手法が普及

される。 

TP-R及び普及手法の適用性をシ

エラレオネ全国で確認するため

には、全国の県農業事務所に

TP-Rと普及手法を普及する必要

がある。 

成果3の指標 --- 3-1. 30名の職員がTP-R

と普及手法に関する知

識・スキルを身につけ

る。 

成果3の達成度を測るための指標

である。少なくとも各事務所で2

名の職員がTP-Rと普及手法につ

いての研修を受講知ることが期

待される。 

活動：成果3の活動を追加した。また、成果1と成果2の指標の変更に伴い、いくつかの活動に

ついて修正を行った。 

一部の指標入手手段について、指標の修正に対応した修正を行った。 
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